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「財産白書」とは
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「財産白書」とは

有施 「 「 「 度 ど• 市所有施設について、「コスト」、「利用状況」、「老朽度」などの
観点から、あるがままの姿をみえる化（Ｈ２４データ）。

人口予想 財政見通し 地域 ズを把握し 今後の公共施設の• 人口予想、財政見通し、地域ニーズを把握し、今後の公共施設の
あり方について、市民の皆様とともに考えていくための資料です。

＜構成＞
– 本市の状況

• 人口予測
• 財政状況

– 財産の状況
• インフラ資産の状況

施設の状況• 施設の状況
– 市民の意識（第40回市政世論調査より）
– 施設の分析

ソフト（コスト 利用状況）＋ハ ド（老朽度）• ソフト（コスト・利用状況）＋ハード（老朽度）
• 施設数の約40％、延床面積で約90％を調査



人口減少 少子 超高齢化の進行
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人口減少、少子・超高齢化の進行

30年間で約18% 約14万4千人の減
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「財産白書」９ページ「図2-１ 本市の将来推計人口」より作成：
資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所



区によ て減少率の違いあり
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区によって減少率の違いあり

• 県全体の減少率を上回る区もあります県全体の減少率を上回る区もあります。
減少率 区 減少推計人口(右側はH22人口）

10％未満 江南区 ▲1％ 約 ▲1千人 6万9千人
国全体減少率

未満 江南区 約 千 千

10～15％ 中央区 ▲12％ 約 ▲2万2千人 18万1千人

秋葉区 約 ▲1万2千人 7万7千人

国全体減少率
16％

15～20％
秋葉区

▲16％

約 ▲1万2千人 7万7千人

西 区 約 ▲2万6千人 16万1千人

市全体減少率
18％

20～25％
北 区

▲23％

約 ▲1万8千人 7万8千人

東 区 約 ▲3万2千人 13万8千人

25%以上
南 区 ▲28％ 約 ▲1万3千人 4万7千人

西蒲区 ▲33％ 約 ▲2万人 6万1千人
県全体減少率

25％25％

「財産白書」12～13ページ「図2-6、2-7 区別の人口予測」より作成



高齢者（65歳以上）人口の増加
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高齢者（65歳以上）人口の増加
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「財産白書」12～29ページ「図2-6～15「区別の人口予測 3区分構成」より作成：
資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所



生産年齢（15 64歳）人 の減少
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生産年齢（15～64歳）人口の減少
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「財産白書」12～29ページ「図2-6～15「区別の人口予測 3区分構成」より作成：
資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所



年少（ 14歳）人 の減少
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年少（０～14歳）人口の減少
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「財産白書」12～29ページ「図2-6～15「区別の人口予測 3区分構成」より作成：
資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所



将来の歳入増は厳しい見込み
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将来の歳入増は厳しい見込み

市債
３２９億円（H18）

➔６１６億円（H24）
約８７．２％増

国県支出金国県支出金
３４３億円（H18）

➔５８５億円（H24）
約７０．６％増

市税
１，１１７億円（H18）

➔１，１８２億円（H24）
ほぼ横ばい

「財産白書」30ページ「図2-16 本市における歳入の推移（普通会計決算）」より作成

横



増え続ける扶助費および投資的経費
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増え続ける扶助費および投資的経費

人件費
５７７億円（H18）

➔５２９億円（H24）
約８．３％減

扶助費扶助費
４０４億円（H18）

➔６４２億円（H24）
約５８．９％増

投資的経費
４３２億円（H18）

➔６４０億円（H24）
約４８．１％増

「財産白書」3１ページ「図2-17 本市における歳出の推移（普通会計決算）」より作成

約 増



財政力指数：
新潟市は政令市平均を 回る （ ） ※ 位
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新潟市は政令市平均を下回る ０．７０（Ｈ２４） ※17位

「財産白書」34ページ「図2-22 政令指定都市における財政力指数（H24） 総務省公表資料により作成



市民1人あたり建物保有面積は政令市のほぼ平均
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市民1人あたり建物保有面積は政令市のほぼ平均

政令市の平均値：3.23㎡/人

新潟市＝3.29㎡/人

「財産白書」64ページ「図3-23 各政令指定都市の人口1人あたりの建物保有状況（行政財産）」より作成



公営住宅を除くと 市民1人あたりの面積は最大
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公営住宅を除くと、市民1人あたりの面積は最大

令 値 ㎡政令市の平均値：2.16㎡/人

新潟市＝2.82㎡/人

「財産白書」69ページ「図3-29 各政令指定都市の人口1人あたりの建物保有状況（公営住宅以外の行政財産）」より作成



圏域別 は中央区 面積が突出し る
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圏域別では中央区の面積が突出している

万㎡ 55.6

全市が圏域の施設

区または複数区が圏域の施設

（小中学校を除く）地域に密着した

55.6

50.0

（小中学校を除く）地域に密着した
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小中学校

31.1
28 2

40.0

26.0
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20.3
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20.020.0

10.0

中央区 西区 東区 秋葉区 北区 江南区 南区 全市平均西蒲区
0.0

「財産白書」72ページ「図３－32 圏域別の建物保有状況（区人口順）（公営住
宅以外の行政財産）」資料「公共施設状況調査（H23)」

※並びは人口順➔



人あたり保有面積は区によ 異なる
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1人あたり保有面積は区によって異なる

全市が圏域の施設

区または複数区が圏域の施設

（小中学校を除く）地域に密着した
施設

㎡/人

3 91
4.30

5.00

4.50
施設

小中学校

3.20
2 76

3.91
3.71

2.82

4.00
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「財産白書」72ページ「図３－33 圏域別の人口1人あたりの建物保有状況
（区人口順）（公営住宅以外の行政財産）」資料「公共施設状況調査（H23)」

※並びは人口順➔



昭和５０年代に整備した施設（築後３０年以上
経過）の更新時期が迫る
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経過）の更新時期が迫る

万㎡ 約99万㎡

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前）

約171万㎡

新耐震基準（昭和56年6月1日以降）

50 

60 

万㎡ 約99万㎡ 約171万㎡

昭和５０年代に

30

40 
集中して整備

約82万㎡

20 

30 

0 

10 

～S29 S30～ S35～ S40～ S45～ S50～ S55～ S60～ H2～ H7～ H12～ H17～ H22～S29 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22
年度

「財産白書」58ページ「図3-17 築年別にみた公共施設の整備状況」より作成



公共施設の将来費用予測
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公共施設の将来費用予測

シナリオ
今後５０年間の

必要額
年平均の
必要額①

H17～24年
平均額②

年平均
不足額

必要額 必要額① 平均額②
①―②

標準
１兆２ ２３３億円 ２４５億円 ▲１２４億円

建替周期６０年
１兆２，２３３億円 ２４５億円

１２１億円

▲１２４億円

長寿命化長寿命化

建替周期８０年
８，９８８億円 １８０億円 ▲５９億円

長寿命化しても、更新費用の大幅な不足が見込まれる。今ある施設を全てそのまま維

持していくことは困難。持していく とは困難。

「財産白書」60、61ページ「図3-18、3-19 将来費用算出結果」より作成



施設に関する費用は維持・建替えだけではない。
むしろ運営費のほうが大きい場合も
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むしろ運営費のほうが大きい場合も。

総面積に占める
延床面積比率と

面積

総経費（収支）に占める
経費比率と額
（人件費込み）

同左
（人件費なし）

学校 48％ 117万㎡ 47％ 406億円 37％ 37億円

市営住宅 14％ 35万㎡ -- -- -- --

庁舎 7％ 15万㎡ 31％ 271億円 11％ 11億円

スポーツ施設 6％ 13万㎡ 1％ 11億円 10％ 10億円設

コミュニティ施設 5％ 12万㎡ 2％ 15億円 9％ 9億円

子育て支援施設 3％ 8万㎡ 9％ 80億円 -- --子育て支援施設 3％ 8万㎡ 9％ 80億円

※コストには人件費を含みますが、新増築などの大規模工事費は除いています。

「財産白書」57ページ「図3－16 白書対象施設の用途別保有状況」、89、90
ページ「表4-3、表4-4 施設種別による収支」より作成



公共施設に関する市民意識（１）
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公共施設に関する市民意識（１）

利用頻度
「月に数回」以上利用する施設の上位は「図書館」（16.6％）、

タ 館 体育施設コミュニティセンター・公民館（13.1％）、体育施設（9.5％）

交通手段

「車・バイク」の割合は、「図書館」 （71.8％）、「コミュニティ

センタ 公民館」（57 9％） 「体育施設」（91 6％）

交通手段

“車で移動”の割合は高く、利用頻度が高い施設であっても、

センター・公民館」（57.9％）、「体育施設」（91.6％）

車で移動 の割合は高く、利用頻度が高い施設であっても、
“必ずしも居住地の近くの施設を利用しているとは限らない”
のでは？

「財産白書」82ページ「図4-1公共施設の市民利用頻度」85ページ「図4-6 公共施設
利用時の交通手段」より



公共施設に関する市民意識（２）
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人 構成や財政負担に 認識

公共施設に関する市民意識（２）

 人口構成や財政負担についての認識

―「さらに少子高齢化・人口減少が進む可能性がある」と76.7％

の市民が認識 「施設老朽化に対する巨額の財政負担が必要との市民が認識、「施設老朽化に対する巨額の財政負担が必要と

される」ことについても46.3％の市民が認識

 今後の施設の改修 建替えについて 今後の施設の改修、建替えについて

―44.1％が「施設の維持重視」と回答するも、

22 6% 市民が「施設 削減検討 を支持22.6%の市民が「施設の削減検討」を支持

 今後の施設の維持・管理方法について

―「利用頻度の低い施設は廃止し売却や貸付」を58.8％、「長寿

命化」を57.4％の市民が支持（複数回答）。「複合化・多機能

化」も27 6％が支持化」も27.6％が支持
「財産白書」86ページ「図4-7 財政負担についての認識」、「図4-8 今後の施設の改修、
建替えについての認識」、87ページ「今後の施設の維持、管理方法についての認識」より



分析：施設の用途分類別にみた現状
（利用者 人あたり トと利用率）
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（利用者１人あたりコストと利用率）

施設種別 利用者１人あたり平均コスト 平均利用率

コミュニティセンター ４９９円 （１回利用あたり） ３２%（コマ数に対し）

館地区公民館 １，５９６円 （１回利用あたり） ３５%（コマ数に対し）

図書館（５００㎡以上） ３３７円 （１冊あたり貸出コスト）図書館（ 以 ） 円 （ 冊あたり貸出 ト）

小学校（児童/年） ７６万円 （最高２３６万円～最少３８万円）

中学校（生徒/年） ８３万円 （最高１９４万円～最少４９万円）

「財産白書」第6章巻末資料 306～315ページより作成 (H24)



20コミュニティ施設（全市）

利用率平均：28％
コスト平均：872円/人

20※個々の施設の分析結果ではなく、全体の傾向をお示しする資料としましたので、分布図には施設名称を記載しておりません。



21図書館（全市）

利用率低 高

安

コストコスト

高

21※個々の施設の分析結果ではなく、全体の傾向をお示しする資料としましたので、分布図には施設名称を記載しておりません。



22小学校（全市）

22※個々の施設の分析結果ではなく、全体の傾向をお示しする資料としましたので、分布図には施設名称を記載しておりません。



23中学校（全市）

利用量広 小

安

生徒1人あたり面積（㎡/人）

コスト

純
経
費
／
生
徒 コスト徒
数
（
千
円
／
人
）

高

23※個々の施設の分析結果ではなく、全体の傾向をお示しする資料としましたので、分布図には施設名称を記載しておりません。



国の動き 公共施設等総合管理計画
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国の動き：公共施設等総合管理計画

H26年４月、総務省が公共施設等総合管理計画の

策定を要請

＜主な内容＞

– 施設の「老朽化の状況」「利用状況」、人口の今後見通
し 財政収支見込み等の客観的な把握と分析し、財政収支見込み等の客観的な把握と分析。

施設管理の基本的な考え方（計画期間 推進組織– 施設管理の基本的な考え方（計画期間、推進組織、

面積の適正化、統廃合・新設・更新、維持・長寿命化）



他都市の取り組み
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他都市の取り組み：

• 新潟市よりも行政財産の保有量が少ない自治体も• 新潟市よりも行政財産の保有量が少ない自治体も、
先行して施設規模最適化に向け動き始めている。

市民１人あたり
自治体名 概要・削減目標

市民１人あたり
面積（行政財産） 時期（年度）

さいたま市 60年間で約15%の総量削減 １．９９㎡ H25 策定

千葉市 30年間で床面積を15％削減 ２．６７㎡ H26 予定

川崎市 施設再編により資産保有の最適化を図る ２．４９㎡ H22 策定

相模原市 30年間で約20%の床面積削減 ㎡ H25 策定相模原市 30年間で約20%の床面積削減 ２．３４㎡ H25 策定

静岡市 30年間で床面積を20％縮減 ３．１０㎡ H26 予定

浜松市 H26年度までに施設数を20％削減 ３ ０９㎡ H22 策定浜松市 H26年度までに施設数を20％削減 ３．０９㎡ H22 策定

神戸市 30年間で施設延床面積を10％削減 ４．４１㎡ H22 策定

北九州市 40年間で床面積を20~34%削減 ４．６６㎡ (H25 答申)

「財産白書」65ページ「表3－20 他政令指定都市における総量縮減に向けた取組み」を一部修正（H2６)

※参考 新潟市の市民1人あたり面積（行政財産） ３．２９㎡
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人口減少、少子・超高齢化、更新費用の不足、利用率と
コスト、地域課題・地域バランスなどの視点から以下の

を検討項目を検討

①施設の最適化 余裕スペ スの活用 施設再編①施設の最適化

②歳入の確保

余裕スペースの活用、施設再編・
多機能化・複合化、保有面積の削減

貸付による賃料収入確保 売却②歳入の確保

③歳出の縮減

貸付による賃料収入確保、売却、
使用料見直し

ソフト面も含めた費用縮減 個別
③歳出の縮減

④施設 長寿命化

ソフト面も含めた費用縮減、個別
コスト要因の検討・改善

コスト抑制を前提とした計画的な④施設の長寿命化 コスト抑制を前提とした計画的な
施設の維持保全
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